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意見広告

2012年6月成立

「原発事故子ども＠被災者支援法j
を活かして！

同法は、住民自身が避難・在留・帰還を選択し、
いずれの場合も国の責任で、住宅の確保や就労、
健診、弱者への配慮、意見を反映させる措置、等、
支援の必要性が継続する期間、適切な生活支援策
を講ずること、と定めています。

政府は、被害者の選択と生活を長期的に支える
責任をしっかり果たしてください1

や哩些1

毎日過酷な環境の中で廃炉作業や除染
作業に従事されているたくさんの労働者の
被ばく低減策と労働j環境の改善は喫緊の
課題です。

生涯にわたって生活費支援や医療保障を 1

・フクシマ原発労働者相談センター
平日のみ 9:00～16:00電話 0246-278700 

．被ばく労働を考えるネットワーク
電話 090-64779358 
http://www.hib包kurodo.net/

被ば〈労働も心酎です

政府は、帰還困難区域を除き、2017年3月末までに年間被ばく線量
20msv＜＊）以下で避難指示を解除し、福島県も同時に、自主避難者
に対する住宅無償提供を打ち切る方針です（避難指示区域からの避難
については最低l年延長）。 2018年3月末には東京電力の精神的賠償
も終了することが想定されています。 （＊）空間線量のみ考慮

これは、環境と健康への原発事故の影響を過小評価して、被ばく
リスクの残る地への帰還を強要し、被害者を切り捨てる政策ですユ

固と自治体には、本来、
被害者の救済に全力を尽くす責務があります。

どうか原発事故被害者の声に耳を傾けてください。

国の責任で、無償の住宅支援策と補償を継続してください。
板ぱくを避ける権利は、誰にもある基本的人権です。これから
避難したいと思う人には、必要な支援が受けられる体制づくりを！
・命を守る政策を！

検討委員会の評価部会が甲状腺がん多発と発表

i 福島県民健康調杏か九
2011年10月から始まった、事故当時18歳以下（約38万人）を対象とした
県民健康調査で、2015年度末現在、172人が甲状腺がん、またはその疑
•＼：と発表されでいます。県・検討委員会の甲状腺検査評価部会では昨
通常
に土考え

刊誌じ、
E年国
日考慮
巨援す必
Z）福ァ島県外も含めた年明lmSv以上の地域を対象に、全世代に健康手帳を
デーρ三交伎の主L無料で総口的な定規検診を継続して、 元的に住民の健康状
三芳主把撮ら1健康管理と治療・放射線リスクの角平明に1舌かすべきて寸。

日財産損失への補償；こ加え、将来への健康リスクに関しても、
J字国の青梓Fーして補償する（＊）「チェルノブイリ法｜医業主ミチ
（判財政難でも、国の予算で「命jに関する支援策を優先的に、世代を超えて継続し
てき」d乙れらは事故処理者や市民らが声を上げて勝ち取ってきた成果でもある。

一三本開謀長君主過酷ずる

護鰻議

ニュースにならない本当に知りたいこと
～わたしたちのオススメ’情報源～

http:/ /www.kinyobi.eo.jp/ 

・＇？＇？レボ http://mcmsrevo.jimdo.com/ 

《市民発信のメルマカヲ）
・たんぽぽ舎 http：／／相代Vtanpoposya.com/ 
《インターネット映像系》

《雑誌五》
・週刊金曜日

• OurP!anet-TV http：／ハ.vww.ourplanettv.org/ 
・UPLAN （三輪祐児）
https://sハvw.youtube.com/channel/UCsFcN5t3EpFTAkT-
I2qMPkw/videos 

・レイノミーネット TV 1州 Wlabmnetjp.org/tv 
（倣射能市民測定割
・認定NPO法人いわき放射能市民jHij定室たらちね

* mSvミリシーベルト， μ Sv：マイクロシーベノレト＝mSvの1000分の1

・一般人に対する追加被ばく限度は、国際的にも、園内的にも、年lmSv

・放射線には、とれ以下なら安全却、う、しきい値はない。
年間lmSv以下なら安全ともいえない。

・日本の放射線管理区域（般人立ち入り禁止、飲食禁止）は、年5.2mSv
（毎日寺0.6μSv）相当以上 （チェノレノブイリでは、移住義務相当）。

・原子力施設作業員は、年間50mSvかつ5年間lOOmSvが限度。ところが政府は
昨年志願制で緊急時作業員の被ばく限度を250mSvに引き上げ、バス運転手
を含む緊急時避難誘導員も一般人（lmSv）の枠をはずすことを決めた。

・国際放射線防護委員会（lCRP）の「現存被ばく状態（回復期）で、 1～20mSv
の下方に参照値をとり、 lmSvをめざすことj品、う勧告に対し、日本政府は
この上限値を避難および帰還の基準とした。
（この20mSvには、内部被ばくも土壌汚染も考慮Y人）
・国連人権理事会はf健康に生きる権利jを基に、被ばくを年lmSv以下にする
ための避難計画、無料の医療支援・生活支援、政策決定への住民参加を
日本政府に要請した（2013年グローバー勧告）。
政府はこの勧告に従ってほしい！

J～保養～
回がや九たいと〉や民間でやっていお人たち

; －ベラノレージのベルラド放射線安全研究所の報告によれば、17-58日間の保
養1こ行った子どもたちの体内放射性セ、ンウムが、 5-81%減少したことが示さ
れています。

け本来、Tエノレノブイリのように保養を国の政策とすべきですが、日本でも全国
. 1で数百の民間ボラシティア団体が自主的に保養プログラムを実施しています。 http://www.iwakisokuteishitu.com/ 

ニー
干IOI0061東京都千代田区三崎町26 ~.ダイナミックピル5Fたんぽぽ舎気付

電話： 03-3238-9035(13:oo～2000) /FAJC 03-3238 0797 
ホームベージ hlto://w,nv.ilcen-)uom/

調便振替口座00160-5-336264

（代表：橘優子二本松市出身）

． 
たとえば、
・ほよ～ん相談会 http://hoyo＂日 hin.cc/
・311受入全国協議会 http：／ハ・＂vw.311 ukeire. net/index. i山 11
－認定NPO法人沖縄・球美の里 http://www.kuminosato.com 
－まつもと子ども留学基金 http：／／附ヘvkodom凹刊gakumatsumoto.田 t/
．福島ぽかぽかフ。ロジェク卜
http：／／肌vw.foeja pan. org/ energy/ action/111212.html 


